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2B4 民間企業の研究開発活動の 実態 

一大企業と研究開発型中小企業の 差異 一 

0 栗原 清一，大熊 和彦 ( 政策科学研究所 ) 

青島 天一 ( 一橋大学 ) 

1. はじめに 

大企業と中小企業の 研究開発活動にはどのような 違いがみられるのだろうか ? 
筆者らは研究開発活動を 活発に展開している 企業約 1500 社を対象に研究活動に 関 

するアンケート 調査 ( 昭和 62 年度 機械振興協会委託 ) を実施し、 その調査結果 

を 大企業と中小企業との 研究活動の差異の 視点から再分析しつっあ るが、 本報告 

はその中間報告として、 両者 に 違いの見られる 特徴的な事実を 中心に紹介する。 

2. 対隼 企業と区分 

対象企業は 「全国試験研究機関名鑑 67 一 88 年版」 掲載 の 「民間企業」 からⅡ 13 

社 「研究開発型企業」 から 381 社 合計 1494 社を選定した。 これらの対象企業はい 

ずれも研究開発活動に 積極的な企業であ るが、 従業員数が 301 人以上を 「大企業」、 

300 人以下を 「研究開発型企業」 ( 以下 RD 企業と 略 ) と区分した。 回収数は大企 

      520 社、 RD 企業 ツ 21 社であ る。 

8. 研究人材 

研究者数の対従業員 比 をみると、 業種を問わず RD 企業で約 10% 、 大企業で約 5% 

と 、 RD 企業の場合が 大企業に比べてほ ほ 2 倍となっている。 また、 過去 5 年間の 

研究者数の伸びは、 大企業が 127% 、 RD 企業が 139% となっており、 RD 企業での 研 

究 者数の増加薬の 方が大きい。 今後 5 年の予測ではその 差はさらに大きくなり、 

RD 企業で 168% 大企業は 133% と、 研究者増加に 対する RD 企業の積極性が ぅ がが え 

る 。 

一方、 将来の研究者の 確保見通しは、 希望 数 0 5 割以上を実際に 確保できると 

みている企業は、 RD 企業では 71% だが、 大企業では 87% で、 1 割 以下しか確保で 

きないとみる 企業は、 RD 企業の 6% に対し大企業では 1% であ る。 RD 企業は大企業 

に比べいささか 悲観的なのだが、 川割 確保できるという 企業割合が両者とも 30% 

程度との結果もあ り、 RD 企業の研究者の 確保可能性の 高さという点にむしろ 注目 

すべきかも知れない。 

研究者の量的不足への 対処法に関しては 大企業と RD 企業で明瞭な 差がみられる。 

図表 1 に示すよ う に最重要な対処方策として、 大企業では、 研究管理の高度化、 

研究領域やテーマの 絞り込みなど、 研究 7 ネづ ・ メ 卦で社内資源の 効率的運用によっ 

て 対処しようとする 傾向があ る。 一方、 RD 企業では社外民間企業との 連携、 大学 

や国公朋との 連携、 研究支援産業の 利用といったよう 化、 社外資源の利用、 外部 

との ネットワークの 強化によって 対処しようとする 傾向があ る。 また、 RD 企業で 

は研究補助者の 能力開発による 対処も相対的に 多い点は特徴的と 言えよう。 
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4. 研究 曲 

過去 5 年間での研究費の 伸びは RD 企業で 168% 大企業で 160% と、 いずれも売上 

高の伸び (RD 企業 : 114% 、 大企業 : 川 2% ) を上回った伸びを 示している。 研究 

費 の 対 売上高比率は、 RO 企業で 4 Ⅱ % 大企業で 3 Ⅰ % と RD 企業の方が高く、 5 年後 

の 見通しでは、 RD 企業 4.8% 大企業 3,4% とさらに差は 拡大すると予想される。 RD 

企業の研究開発への 指向の強さが 窺われる。 

こうした研究費の 増加の要因を 見ると、 図表 2 に示すように、 大企業では、 本 

楽事業における 他社との競争、 多角化のため、 合理化・多角化による 安定的な経 

営の 8 要因が大きく、 一方、 RD 企業では事業規模の 拡大を要因として 挙げる企業 

が 多い。 大企業が市場からのプレソシャーへの 対応 や リ ス @ ラ クチャリングに よ 

る 経営内容の改善のために 研究費を増大させようとしているのに 対し、 RD 企業の 

場合は本業を 主体とした研究開発を 軸とする成長指向があ らわれている。 

研究者一人当りの 研究費では、 大企業が平均 2800 万円で RD 企業の平均 1400 万円 

のほ ほ 倍に達する大きな 格差がついている。 研究者数の伸びの 見通しが大企業よ 

り RD 企業の方が大きいので、 一人当りの研究費での 大企業と RD 企 菜の格差は将来 

的化はさらに 大きくなると 想定される。 この大きな格差の 原因として、 人件費 ( 

研究者の年齢構成にも 関係 ) / 資本装備率 ( 研究設備装備率 ) / R & D 効率 (RD 

企業の方が効率的 ? ) などが大企業と RD 企業で違 う ことが考えられるが、 現段階 

では明確になっていない。 

6. 海外典 恵 

まず生産拠点についてみると、 海外進出の理由は 大企業と RD 企業では異なって 

いる。 大企業では、 円高を背景にしたコストメリットの 追求や貿易摩擦の 回避 と 

いった理由が 多 い のに対し、 RD 企業では、 技術や情報の 獲得を目的とした 進出と 

0 回答が多い。 RD 企業では生産拠点の 海外進出についても 技術面での位置づ け が 

高いことが目立つ。 

R & D 拠点数で見ると、 大企業 392 社で米国 136 拠点、 欧州 78 拠点、 NlE5 34 挺 

点化対し、 RD 企業 1mg 社で米国 15 拠点、 欧州 ln 拠点、 NIES 7 拠点であ った。 大企 

業がⅠ 社 当り平均 0 ． 7 拠点を保有しているのに 対し、 RD 企業では 0 ・ 3 拠点であ る。 

この相違 は RD 企業の遅れと 見ることも出来るが、 企業規模の違い 等を勘案すると、 

相対的には海外の R & D 拠点確保に対しては RD 企業が 穣極 的であ ると解釈できる。 

海外 R & D 拠点が今後 5 年間で 2.8 倍に増加するとの 回答 ( 大企業では 1.8 倍 ) か 

ら見ても、 Ⅱ D 企業の国際化姿勢の 強さが窺われる。 

興味深いのは、 海外 R & D 拠点の果たすべき 機能として期待されているものが、 

大企業と RD 企業で異なる 点であ る。 図表 8 に示すように、 大企業に比べて RD 企業 

では、 情報収集や現地向 け 製品の企画、 テスト・評価といった 項目のウェイトが 

低く、 製品領域を限定した 研究開発や広い 領域をカバーする 研究開発機能を 担う 

とされる拠点が 多い。 また、 今後重視する 機能については、 RD 企業において 製品 

領域を限定した 研究開発を強く 期待していることが 見られる。 このように RD 企業 

では、 具体的な研究開発機能を 海外 R & D 拠点に期待していると 考えられる。 
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6. 海外との人材・ 情報の交流 

海外研究開発拠点における 人材のうち日本人の 占める割合を 見ると、 役員以上 

の マネージャ一については 現状で、 大企業が 20% 、 RO 企業は川 % 弱となっている。 

5 年後の比率は、 大企業ではほとんど 変化ないが、 RD 企業では若干増大すると 想 

定 される。 また研究者についての 日本人比率は、 大企業で 24% 、 RD 企業で 6% であ 

り 、 RD 企業の海外拠点はほとんど 現地人によって 担われていると 言える。 今後 5 

年間の見通しは 大企業、 RD 企業の双方と 日本人比率が 増大すると答えているが、 

その傾向は特に RD 企業で強く、 日本人比率が 17% まで増大すると 予測されている。 

学会やシンポジウム 等への参加のため 海外へ短期 ( 1 ケ月 以内 ) 出張をする 研 

究 者数の伸びは、 過去 5 年間で大企業で 166% 、 RD 企業で 202% となっており、 RD 

企業の方が研究目的での 海外出張の増加傾向が 強い。 特に今後 5 年間については、 

大企業が退去 5 年間と同程度の 伸びを予想しているのに 対し、 RD 企業は 257% に な 

ると回答しており、 研究者の海外派追への 積極的な姿勢を 示している。 

一方、 留学や研修目的で 海外に長期滞在する 研究者については、 圧倒的に大企 

菜の方が多く、 その伸び率は 上記の短期出張者での 伸び率と同程度であ る。 RD 企 

業では過去 5 年間で長期滞在者数は 減少しているが、 RD 企業での長期滞在者数は 
1 社平均で 0 ． 1 名 ( 大企業 2. 1 名 ) と元来きわめて 少ないので、 個別企業の事情が 

全体の結果に 反映したためであ り動向を示すものとは 解釈しにくい。 このように 

研究者を海外に 長期派遣しているかしていないかは、 大企業と RD 企業の研究活動 

での大きな違いとなっている。 

海外との研究開発情報の 交流について、 今後の動向を 尋ねた結果は、 増大する 

と 答えた企業が 大企業で 60% 、 RD 企業で 50% であ り、 両者共に増大傾向を 想定し 

ている。 しかし、 研究開発情報の 交流が増大すると 考える理由となると 両者で違 

いがみられ、 「国内の諸機関と 連携したいが、 制約があ るため」 との回答割合が 

RD 企業で 38% ( 大企業 27% ) と顕著に高 い ことが注目される。 

7. 共同研究 

共同研究の相手先国としては 国内が圧倒的に 多く、 大企業の行 っている共同研 

究 088% 、 RD 企業の 94% は国内で行われている。 欧米を相手とする 共同研究の割 

合は大企業で 11% と大きいが、 RD 企業でも 4% と差があ る。 今後の見通しについて 

は 、 大企業、 RD 企業とも海外との 共同研究が増えると 答えている。 特に大企業で 

は 欧州との共同研究、 RD 企業では米国との 共同研究を増大させる 傾向が強 い 点が 

特徴的であ る。 

共同件数実施件数の 9 割を占める国内共同研究についてその 相手先を図表 4 に 

示す。 RD 企業でユーザーとの 共同が多い (RD 企業 : 29% 、 大企業 18% ) のが目立 

つ 。 この傾向 は 特に化学産業で 強い。 また、 RD 企業では系列バループ 内企業との 

共同研究も多い (RD 企業 : 24% 、 大企業 13% ) 。 それに対し、 同業他社との 共同 

研究 ( 大企業 : 7% 、 RD 企業 : 4% ) や大学との共同研究 ( 大企業 : 31% 、 RD 企業 

    22%) は 大企業で多い。 こうした相手先の 構成については 5 年後も大きな 変化 
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は生じず、 現在と同様の 差が残ると予測されている。 なお、 共同研究の相手先と 

して、 現時点に比べ 5 年後に割合が 増大すると回答されているのは、 国公立研究 

機関のみであ る。 大企業と R0 企業に共通して、 国公立研究機関へは 共同研究の相 

手先としての 期待が寄せられていることが 分かる。 

企業の共同研究の 実施数 ( 共同研究の相手先は 国内と国外を 併せた実施数 ) を 

大企業と RD 企業に分けて、 度数分布の形で 比較した結果を 図表 5 に示す。 大企業 

では 92% 、 RD 企業では 79% の企業が、 年間少なくともⅠ 件 以上の共同研究を 行っ 

ている。 しかし、 共同研究を多く 実施している 企業はそれほど 多くはなく、 年間 

のべ 31 件以上の共同研究を 行っている企業は、 大企業で 1 1% であ り、 RD 企業では 

0 ． 5 兆 ( 回答申 1 社 ) のみであ る。 

この結果からは 大企業の方が RD 企業より共同研究に 積極的に取り 組んでいると 

言えそうであ る。 しかし、 企業規模が大きい 程示宣 性の指標が大きいのは 当然で、 

企業が R & D 活動への投入資源のどの 程度を共同研究活動に 配分しているのかを 

示 敵性の壷で見なければ 共同研究重視の 度合は分からない。 そこで大企業と RD 企 

棄は ついて、 研究者数当りの 共同研究の件数を 比較してみると、 研究者 100 人当り、 

大企業の 12 件に対し RD 企業で 26 件となった。 この結果によれば 平均的に RD 企業 の 

方が大企業よりも 共同研究を重視しているということになる。 本調査での 「 RD 企 

業」 とは「研究開発型」 の中小企業であ り、 「大企業」 とは大企業の 中では研究 

開発活動に相対的に 熱心だと想定される 企業であ る。 R & D を重視する企業ほど 

外部資源への 接近を強める 傾向があ るとすれば、 この結果もうなず は るであ ろう。 

さらに、 図表 5 からは、 大企業の約 7 割は年間 10 件以下しか共同研究を 行って 

いない一方、 約正割の企業は 年間 3[M 件を越す共同研究を 実施していることが 分か 

る 。 中でも約 4 % ( 18 社 ) の企業の共同研究は 年間 100 件を越している。 このよ う 

に 、 大企業の中でも 共同研究に消極的な 企業 と 積極的な企業という、 指向性が異 

なる企業群が 存在していることが 認められる。 研究活動はその 高度化に伴い 次第 

に 企業外部に開かれた 活動となると 仮定すれば、 共同件数の実施の 程度はその 一 

つの尺度としての 意味を持っかもしれない。 

8. おわりに 

本報告は研究の 中間段階の報告であ り、 大企業と RD 企業とで研究活動上の 差異 

が 特徴的な点を 中心に紹介した。 

企業にとっての 研究活動の「死活 度 」 や 、 研究活動自体が 企業行動や企業構造 

にもたらす反作用という 点を考える場合には、 規模の問題とは 別の座標軸として、 

企業の「研究産業化度」 ( 例えば、 研究者数 / 従業員数比はその 一つの尺度 ) と 

でも言うべき 性格が重要な 意味をもつのではないかと 考えらる。 そうした点への 

検討にも、 企業規模の大小による 研究活動の性格の 違 いと 共に、 企業規模の大小 

にも関わらず、 研究活動における 構造面では類似な 傾向が見られる 点は興味深い 

知見を提供すると 考えられよ う 。 
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図表 1  研究者不足への 対応方策 
(%) 
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Ⅰ Ⅵ 究 管理の高度化により 研究目先活動の 効 甲を上げる。 
2  研究テーマの 優先度評価を 放しくするなどで 研究領域やテーマを 故る 。 
8  研究補助者の 能力 囲発 により研究本務者の 菜 務 を一部屈代りさせる。 
4  社内他部Ⅱに 研究活動の一部を 担わせる方向を 強める。 
5  社外 民問 企業との研究活動における 辿 帯を強める。 
6  大学や国公立試験研究機関との 辿 棚を弘める。 
7  研究支援産業 (15 囲または公的 ) を利用する。 
8  その他。 

(% ) 図表 2  研究費増加の 要因 

              

  本業が成長しつつあ り、 他社とのコスト・ 品質ばどの競争が 激しいため。 

  本業領域で市場が 成熟化し低収益化するなどで、 経世上多角化の 必要性が高まったため。 
8  貿易 席 採や円高など 経済環境が 激 変 し 、 将来の帥 業抽盤 に不安感が高まったので、 合理化や多角化のため。 
4  企業収益が安定的に 高収益の内に 次の事業の基盤を 伯るため。 
5  技術導入 主 押型でやってきたが、 それが困難となり 自主技術 囲発 が必要となったため。 
6  部業主体の性格が 研究明 発 主体型であ り、 山菜規模が拡大しているためおのずと 拡大した。 
7  その他。 
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図表 8  海外 R&D 拠点の傲 能 

( ・ %) 
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Ⅰ 研究 囲発 関係の柑 卸 収集。 
2  現地向 け 製品の企画。 
3  8a1 山 向け製品・のテスト。 
4  製品領域を限定した 研究 捌究 。 
5  広い領域を ヵ バ ー ずる研究 囲介 。 

6  その他。 

図表 4  国内共同研究の 相手先 

(90 

大企業 R D 企業 

現在             5 年後 現在             5 年後 

系列バループ 内企業     
仕入れ先     
販売先     

同業他社     
大学     

国公立研究 技関     
その他     

図表 5  共同研究の実施件数 
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